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本稿では，2011年3月11日に発生した東日本大震災による被害の大きかった岩手県を対象として，太平

洋沿岸地域への貨物の発注伝票および同地域の避難所からの要望書のデータを用いて震災後3週間の交通

網寸断・復旧等による物流への影響の実態を分析するとともに，交通網寸断やその他の物的・人的被害，

復興需要等が地域経済に及ぼす影響を分析可能な地域計量経済モデルを構築し，交通網寸断が長期に及ん

だ場合の影響，その他の被害の影響・復興需要の効果を分析している．分析の結果，交通網の復旧が緊急

物資の需給ギャップの解消に不可欠なこと，長期の交通網寸断の影響はその他の被害や復興不要の影響と

比較すると小さいこと，交通網の早期復旧の重要性等が示唆された． 
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1. はじめに 

 

2011年3月11日に発生した東日本大震災は，地震動に

よる直接的被害に加え，津波，原発事故，地盤の液状化

等を引き起こし，東日本各地において甚大な人的，物的，

経済的被害をもたらした．原発事故に伴う風評被害を除

く被害総額は，16～25兆円と推計されている1) ．本稿で

は，これらの被害のうち，交通網寸断に伴う被害に焦点

を当てる． 

交通施設自体の被害のうち，道路被害については，東

北自動車道をはじめとする高速道路や直轄国道が通行止

めとなり，特に太平洋沿岸の国道45号は各地で寸断した．

国土交通省は，太平洋沿岸の被災地への輸送路を確保す

るため，まず3月12日に東北自動車道と国道4号の縦軸ラ

インの機能を確保し，続いて内陸部の縦軸ラインから太

平洋沿岸に向けて東西方向の路線を啓開する「くしの歯

作戦」を展開した．その後，3月18日に国道45号の97％

が通行可能となり，3月24日には東北自動車道で一般車

両の通行が全面的に可能となっている．その他，地域間

交通の核となる高速交通施設の全面復旧には，線路内の

脱線や駅ホームが被災した東北新幹線で49日，津波で滑

走路が冠水した仙台空港で174日，常磐自動車道で48日

を要している2)．なお，JR常磐線・仙石線・石巻線・気

仙沼線・大船渡線・山田線，三陸鉄道南リアス線・北リ

アス線の一部区間は2012年4月末現在復旧していない． 

一般に，災害による交通網の寸断は，災害発生直後の

救援活動や緊急物資の輸送を困難にするとともに，地域

間所要時間の増加を通じて地域経済に様々な影響を及ぼ

すと考えられる． 

本稿では，東日本大震災による交通網被害が相対的に

大きかった岩手県を対象とし，交通網寸断が物流に及ぼ

した影響について震災後3週間の実態分析を行うととも

に，交通網寸断や復興需要等が地域経済に及ぼす影響を

分析可能な地域計量経済モデルを構築し，交通網寸断が

長期に及んだ場合の影響，その他の被害の影響，復興需

要の効果等について検証する． 

 

2. 物流への影響の実態分析 

 

(1) 分析内容 

 本来，災害時の物資供給計画は「72時間以内に被災地

外から物資が届かない」という前提で考えられており，

「72時間内は可能な限り被災地内で備蓄されている緊急

物資や店舗などの在庫物資でまかなうこと」が原則であ

る3)．しかし，今回，岩手県の太平洋沿岸地域では，津

波でほとんどの在庫物資が消失したため，緊急物資の確

保が喫緊の課題となった． 

 ここでは，緊急物資のうち食料品（α米，カップラー

メン，おにぎり，パン，その他主食）について，岩手県

太平洋沿岸の7市町（陸前高田市，大船渡市，釜石市，
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大槌町，山田町，宮古市，岩泉町）への輸送を対象とし

て，輸送量および需給ギャップの推移を推計し，交通網

の復旧状況等の供給体制との関係について考察する． 

 食料品の輸送量の時系列データとしては，震災後3週

間の岩手県における全物流企業の発注伝票，避難所の要

望書等の個票データ（東北大学ロジスティクス調査団）

を集計したものを用いる． 

 

(2) 供給体制の変遷 

 3月12日に東北自動車道および国道4号が復旧すると，

これらのルート上に一次集積拠点の設置が検討された．

選定の条件としては，交通の利便性が良く施設内に一定

のスペースが確保できること，大型トラックが直接施設

内に入構できること，フォークリフト等の機材が使用で

きること等が挙げられた．岩手県と岩手県トラック協会

との協議により，これらの条件を満たす施設として盛岡

市近郊（岩手郡滝沢村）の岩手県産業文化センター「ア

ピオ」が一次物資集積拠点として定められ，3月14日か

ら運営が開始された． 

 3月15日には東北自動車道と沿岸部を結ぶ東西方向の

一般道15ルートがすべて通行可能となった．その後，橋

梁等の修復も急ピッチで行われ，3月17日に大槌町で国

道45号の浪板橋が復旧するなど3月20日頃までには大半

の一般道が通行可能となった．陸前高田市では，復旧が

やや遅れ，集積拠点と避難所をつなぐ沼田跨線橋の仮道

路が完成し，川原川橋が復旧したのは3月25日であった． 

 

(3) 食料品輸送量の推移 

 3月12日から4月1日までの対象7市町への食糧品輸送量

の推移を図-1に示す． 
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図-1 7市町への食糧品輸送量の推移 

 

 食糧品輸送量は，多くの市町で，アピオが開設された

3月14日，大半の道路が復旧した3月20日前後に増加して

いる．また，陸前高田市では交通網が整った3月25日を

境に急増しており，輸送量と供給体制の整備との関連性

が伺える． 

(4) 食糧品の需給ギャップの推移 

 各市町の避難所における避難者数を人・日単位の食糧

品の需要量と考え，供給量との比較による需給ギャップ

の検証を行う． 

供給量は，在庫（前日までの残り）がある場合には当

日の輸送量に在庫を加えた量，在庫がない場合には当日

の輸送量に等しくなる．食料品のうち，おにぎりのみ輸

送日当日に消費しなければならないと仮定すると，t 日

における食料品供給量は(1)～(4)式で表される．ここで，

S，D，Z は，それぞれ，各日の供給量，需要量，在庫量

（人・日換算）を表す．また，x
a
 ，x

b
 は，それぞれ，各

日のおにぎり，その他食料品の輸送量（人・日換算）を

表す． 

 

  b
t

a
ttt xxZS  1

                                         (1) 

  If  a
tt xD  ,  then  a

ttt xSZ                              (2) 

  If  
tt

a
t SDx  ,  then  

ttt DSZ                         (3) 

  If  
tt DS  ,  then  0tZ                                   (4) 

 

 図-2に，7市町における3月12日から4月1日までの食糧

品の需供ギャップ（供給量－需要量）の推移を示す． 
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図-2 7市町における食糧品需供ギャップの推移 

 

 比較的食料品需要量の少ない大槌町，山田町，岩泉町

では，アピオが開設され東北自動車道と沿岸部を結ぶ一

般道が通行可能となった3月15日以降，一貫して供給量

が需要量を上回っている．一方，避難者の多い陸前高田

市では，3月24日まで供給不足の日が多く，橋梁が使用

可能となった3月25日以降に供給量が需要量を大きく上

回るようになっており，十分な食料品の供給量を確保す

るためには輸送路の確保等の供給体制の整備が不可欠で

あると言える． 
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3. 地域計量経済モデル 

 

(1) 長期の交通網寸断による地域経済への影響 

 東日本大震災による交通網寸断は，岩手県においては

三陸鉄道などを除き比較的早く復旧した．ここでは，早

期復旧の重要性を検証するため，仮に交通網の寸断が長

期に渡った場合の地域経済への影響について，地域計量

経済モデルを構築して分析する． 

 図-3に，大規模地震に伴う長期の交通網寸断による地

域経済への影響フローを示す． 

 

図-3 大規模地震による地域経済への影響フロー 

 

(2) モデルの定式化 

図-3の影響フローに従い，モデルの定式化を行う．各

関数の一般型を以下に示す． 

 

①潜在生産力 

 RDACCLHRNWKPROWX ,,f             (5) 

 

ここで，X は潜在生産力，ROW は民間資本稼働率，KP

は民間資本ストック，LHR は就業時間，ACC
RDは道路交

通近接性を表す． 

 

②民間資本ストック 

IPKPKP  )1(             (6) 

 

ここで，(-1)は一期前を表す．また，IPは民間企業設備

投資である． 

 

③従業者数 

 GRPNWNW ),1(f             (7) 

 

ここで，NWは就業者数，GRPは地域内総生産である． 

 

④民間消費支出 
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ここで CP は民間最終消費支出，POP は人口，YH は家

計可処分所得，ACC
ALは総合交通近接性を表す． 

 

⑤家計所得 

 GRPYH f               (9) 

 

⑥民間企業設備投資 

 )1(,f  KPGRPIP             (10) 

 

⑦民間住宅投資 
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ここで，IHPは民間住宅投資である． 

 

⑧移輸出・移輸入 

 GDPE f               (12) 

 FDMM ),1(f               (13) 

 

ここで，Eは移輸出，Mは移輸入を表す．また，GDPは

国内総生産，FDは地域内最終需要である． 

 

⑨地域内総支出 

MEZIGCGIHPIPCPGRE        (14) 

 

ここで，GRE は地域内総支出，CG は政府最終消費支出，

IGは公的総資本形成，Zは在庫投資等その他需要である． 

 

⑩実現地域内総生産 

 XGREGRP ,f             (15) 

 

(3) パラメータ推定用データ 

パラメータ推定用データとしては，各種経済変数につ

いては，県民経済計算（内閣府）の時系列データを用い

る．交通近接性ついては，岩手県内の主要 5都市（盛岡，

宮古，花巻，一関，釜石）から全国の主要都市までの所

要時間および所要費用の各年データ（道路についてはナ

ビタイム、鉄道についてはナビタイムと駅すぱあとより

算出）を用いて下式に従って算出する． 
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ここで，R は対象地域（岩手県），r は対象地域内

の主要都市，s は全国の主要都市を表す．また，M

は交通機関（道路または鉄道），RL は鉄道を表す．

θは道路の手段分担率，T は所要時間，TC は所要

費用，wは時間価値である． 

 

(4) パラメータ推定結果 

パラメータ推定結果の例として，潜在生産力の推定結

果を表-1 に示す．なお，パラメータ推定は，潜在生産

力の実績値として地域内総生産を用い，(5)式をコブ・

ダグラス型で具体化した(5)’ 式について行った． 

 

RDACC
LHRNW

KPROW

LHRNW

GRP
lnlnln  







  (5)’ 

 

表-1 潜在生産力のパラメータ推定結果 

α β γ R
2

1.53124 0.530776 0.167088 0.9832

(2.99*) (13.98*) (2.40*)

注） 推定期間：1996～2007年．

(　) 内はt値．*：片側5％水準で有意．  

 

(5) 東日本大震災による影響シミュレーション 

構築したモデルを用いて，東日本大震災が震災後 10

年間（2022 年まで）の岩手県の地域経済に及ぼす影響

についてシミュレーション分析を行う． 

①震災がなかったケース，②交通施設被害のみが 10

年間持続するケース，③人的被害，生産設備被害，交通

施設被害，復興需要，復興に伴う各被害の回復を考慮す

るケースの 3ケースの分析結果を図-4に示す． 

ここで，復興需要については岩手県が公表している復

興費用の総額を計画期間で均等配分し将来各年の公的総

資本形成の増加分として与えた．また各被害の回復につ

いては，復興計画期間最終年に震災以前の状況に回復す

るように平均労働時間，民間資本稼働率を設定した． 

 シミュレーション結果より，交通施設被害が地域内総

生産に及ぼす影響は，生産設備被害や復興需要等の他の

影響と比較すると軽微であることが分かる。ただし，県

内の交通施設被害が東日本大震災以上でかつ長期に渡る

場合には地域経済に深刻な影響を及ぼすことが予想され，

早期復旧の重要性が示唆される． 

 

 

図-4 地域内総生産に及ぼす影響のシミュレーション結果 

 

4. おわりに 

 

 本稿では，東日本大震災による被害の大きかった岩手

県を対象として，震災後3週間の交通網寸断・復旧等に

よる物流への影響の実態を分析するとともに，交通網寸

断やその他の物的・人的被害，復興需要等が地域経済に

及ぼす影響を分析可能な地域計量経済モデルを構築し，

交通網寸断が長期に及んだ場合の影響，その他被害の影

響・復興需要の効果を分析した． 

今後の課題を以下に挙げる． 

 

・災害に伴う将来期待の変化，復興債の償還等を考慮し

た地域計量経済モデルの構築． 

・構築したモデルを用いた災害に強い交通網のあり方の

検討． 
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